	提案基準５ 収用対象事業の施行により市街化調整区域内に移転するものの取扱いについて

	基本事項
	申請者
	住所
	

	
	
	氏名
	

	
	申請場所
	

	
	敷地面積
	　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	用　　途
	

	
	延べ面積
	　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	従前敷地面積
	　　　　　　　　　　　　　　㎡（都市計画法、建築基準法等で認められた面積を記入）

	敷地面積の制限
	□　５００㎡以下又は1.5倍以下

□　1.5倍超（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	収用証明の記載
	□　事業名　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　認定工法（□郊外移築工法　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

□　対象者　（□申請者　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

□　対象地及び面積（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　対象建築物の内容、用途、構造、面積（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　住宅以外にあっては業務内容（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　証明日（平成　　　年　　　月　　　日）（有効期限：５年間）

	条件
	□　移転先は同一市内であること。

□　市街化区域から移転の場合は、原則として市街化区域に隣接又は近接している土地で、周辺の状況からみて適切な位置であること。（専用住宅については、原則として市街化区域に隣接又は近接する既存集落内であること。）
□　代替建築物の用途は、従前のものと同じであること。

□　床面積は、従前床面積の1.5倍以下であること。

□　代替建築物の形態は、周囲の建築物と調和のとれたものであること。

	添付図書
	□　収用証明書

□　収用対象地の位置図、配置図、建築物の平面図、写真

□　予定建築物の平面図、立面図

	備考

	・□にチェックを入れてください。
・敷地面積、用途、延べ面積は計画のものを明示してください。
・従前敷地面積については、現況で都市計画法又は建築基準法等で認められた（適法）面積を明示してください。
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